
「利用者視点を踏まえたICTサービスに係る諸問題に関する研究会」概要

研究会の目的等

クラウドコンピューティングや携帯電話の発達に伴って、新たなサービスの登場や新技術を活用した情報の流通が
進展。そうした中で、通信の秘密、個人情報保護、知的財産保護などの観点から、新たな課題が生じ、深刻化。また、
諸権利との関係が不分明なため、新規サービスの展開が円滑に進まないとも指摘。
これらの課題につき、利用者視点を踏まえながら、関係者間で、速やかに具体的な対応策を検討するため平成２１

年4月より開催中。

構成員等
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相田 仁（座長代理） 東京大学大学院工学系研究科教授
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木村 たま代 主婦連合会
清原 慶子 三鷹市長
桑子 博行 （社）テレコムサービス協会サービス倫理委員長

國領 二郎 慶應義塾大学総合政策学部長
長田 三紀 東京都地域婦人団体連盟事務局次長
野原 佐和子 イプシ・マーケティング代表取締役社長
藤原 まり子 博報堂生活総合研究所客員研究員
別所 直哉 安心ネットづくり促進協議会調査企画委員会副委
員長
松本 恒雄 一橋大学大学院法学研究科教授

これまでの検討スケジュール

H21.4 H21.6 H21.8 H21.11 H22.4 H22.5 H22.9

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回

【第１期】（H21.4～）
①インターネット地図
情報サービスＷＧ

②違法音楽配信対策
ＷＧ
③ライフログ活用
サービスＷＧ

※その他

【第一次提言】
（H21.8.27）

【第２期】（H21.8～）
①ＣＧＭ検討ＷＧ
②ライフログ活用
サービスＷＧ

③安全管理措置ＷＧ

【第二次提言】
（H22.5.26）

【第３期】（H22.9～）
①青少年インターネットＷＧ
②プロバイダ責任制限法検証Ｗ
Ｇ
③電気通信サービス利用者ＷＧ
④迷惑メール対策の在り方に
関する検討ＷＧ

※「電気通信事業における個人情報保護に関する
ガイドライン」の改正を検討

第８回 第９回
第１０
回

H23.1 H23.6 H23.7

（H23.7.21）
・プロバイダ責任制
限法検証に関する

提言

・迷惑メールへの対
応の在り方に関する

提言
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「プロバイダ責任制限法検証ＷＧ」における検討について

平成２３年度には、プロバイダ責任制限法（特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律
（平成１３年１１月３０日法律第１３７号））が制定されてから１０年の節目を迎えることとなるが、平成２２年５月に策定された「知的財産推
進計画２０１０」も踏まえ、事業者等による同法の運用状況やインターネットを取り巻く環境の変化、諸外国の動向を踏まえつつ、同法の
検証を実施。

主査 長谷部恭男（東京大学大学院法学政治学研究科教授）
主査代理 森田 宏樹（東京大学大学院法学政治学研究科教授）

大谷 和子（株式会社日本総合研究所法務部長）
佐伯 仁志（東京大学大学院法学政治学研究科教授）
島並 良（神戸大学大学院法学研究科教授）
平野 晋（中央大学総合政策学部教授）

山下 純司（学習院大学法学部教授）
山本 和彦（一橋大学大学院法学研究科教授）

オブザーバ 内閣官房知的財産戦略推進事務局
オブザーバ 法務省民事局参事官室
オブザーバ 文化庁著作権課

H２２.１０月 １１月 １２月 H２３.１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

１０／１８
第１回WG

１１／３０
第２回WG

１２／２１
第３回WG

○事務局か
らプロバイ
ダ責任制
限法の現
状と課題
について
説明

○自由討議

○関係者からのヒ
アリング①

・日本音楽著作
権協会

・日本レコード協
会

・コンピュータソフ
トウェア著作権協
会

・ユニオン・デ・
ファブリカン

○関係者からの
ヒアリング②

・ニフティ株式
会社

・日本インター
ネットプロバイ
ダー協会

・テレコムサー
ビス協会

・インターネット
ユーザー協会

１／２５
第４回WG

２／３
第５回WG

２／２８
第６回WG

○個別論
点につい
て討論

○関係者から
のヒアリン
グ③（弁護
士）

○個別論点
について
討論

○諸外国制
度ヒアリン
グ

３／８
第７回WG

４／２１
第８回WG

○個別論
点につい
て検討

○提言親
会報告案
の取りま
とめ

６／３
親会

○提言パ
ブコメ案
の取りま
とめ

７／２０
親会

○提言の
取りまと
め

パブコメ

プロバイダ責任制限法検証WG設置の背景

プロバイダ責任制限法検証WGの体制

検討経過



提言（平成２３年７月２１日公表）

－ プロバイダ責任制限法について運用状況を踏まえ検証した結果、現時点で法改正する必要
性は特段見受けられない。

－ 携帯電話による通信においてＩＰアドレスでは発信者を特定できない場合があるため、発
信者情報開示の充実が図られるよう開示対象に携帯電話の個体識別番号を新たに追加するよ
う総務省令の改正を検討すべき。

平成２３年９月１５日に発信者情報開示に関する関係省令を改正
携帯電話端末のいわゆる「個体識別番号」を、開示される発信者情報の範囲に追加。

－ 送信防止措置の適切な実施及び発信者情報開示の迅速化が図られるよう関係者間の意思疎通
を円滑にすることをガイドラインに追加するため、また、プロバイダ等の適切な判断が図られるよ
う新たな裁判例をガイドラインに追加するために、ガイドライン等検討協議会において、ガ
イドラインを改訂することが望ましい。

平成２３年９月「プロバイダ責任制限法ガイドライン等検討協議会」にて、関係ガイ
ドライン改訂
・名誉毀損・プライバシー関係ガイドラインについては、主に裁判例を追記
・発信者情報開示関係ガイドラインについては、主に裁判例及びP2Pによる権利侵害に関する対

応等を追記、弁護士による開示請求の簡素化

「プロバイダ責任制限法検証に関する提言」概要及びフォローアップ状況


